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ERC 2022 共同宣⾔（⼀部）

ü Strengthening rela,ons with the private sector and to work together to 
foster in all sectors of society, including workplaces, the human rights of 
LGBTI+ persons.

ü Encouraging the establishment of specific policies for transgender and 
non-binary persons to live their lives fully, freely and without the threat 
of violence or persecution, particularly in workplaces.

These human rights abuses and violations – which we condemn 
unequivocally – are on the rise. They include discrimination, violence and 
arbitrary arrests, based on real or perceived sexual orientation, gender 
identity or expression, or sex characteristics. Several actors, including 
states, are mobilising narratives which appeal to “traditional values” and 
cultural divisions to justify new anti-LGBTI+ legislation, often referred to as 
the global anti-gender movement.
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ちなみにオランダは 100%
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性的指向に関する世界地図
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LGBTQの⽣涯を通じた困難

若年層
学校で基礎知識を学べない
性別で区分する環境
友⼈同⼠のいじめ、からかい
スポーツ現場での排除
教職員にも相談できない
保護者の無理解、ネグレクト

→ 就学困難、中退

勤労世代
職場でのハラスメント
福利厚⽣が適⽤されない
⾮正規雇⽤・転職が多い
医療や住居での差別
同性同⼠で結婚できない
性別変更の要件が厳しい

→ 貧困に陥りやすい

⾼齢期
看取りや葬儀での排除
パートナーから相続困難
社会保障も適⽤されない
⾼齢者住宅での排除の不安
親の介護での困難
ロールモデルが⾜りない

→ 精神的、経済的不安

LGBTQは⼈⽣を通じて、さまざま困難に遭遇しがちです。
法制度の不備もあれば、社会の受容度の問題もあり、問題は複合的です。



LGBT近年の動き 2012-2016
年 ⾏政・司法など 企業 海外
2012 • ⾃殺総合対策⼤綱に明記

• 「よりそいホットライン」に
LGBT専⽤回線→相談ニーズ

• 週刊ダイヤモンドと週刊東洋経済が
LGBT特集

• 電通総研がLGBTに関する調査デー
タを発表

• 国連Free&Equal

2013 • 淀川区LGBT⽀援宣⾔ • 東京ディズニーシーで同性結婚式 • 英仏で同性婚

2014 • 「セクハラ指針」に記載 • ホテルグランヴィア京都が春光院と
同性結婚式プラン発表

• オリンピック憲章改
正

2015 • ⽂部科学省が学校向けに通知
• 渋⾕区、世⽥⾕区でパートナー
シップ制度（11⽉）

• 経産省トランスジェンダー職員の
裁判が始まる（係争中）

• ⽇経ビジネスでLGBT特集
• ⽣命保険の受取⼈について同性パー
トナーも指定可能に（ライフネット
⽣命等）

• ⽶で同性婚

2016 • 「公正な採⽤選考の基本」に明記 • 「PRIDE指標」開始、福利厚⽣を適
⽤する企業が増える

• ERCスタート
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LGBT近年の動き 2017-2022
年 ⾏政・司法など 企業 海外
2017 • 「いじめ防⽌基本指針」に明記

• ⽇本学術会議が提⾔を発表
• 経団連、連合が提⾔を発表

• 東京五輪「持続可能性に配慮した調達
コード」

• みずほ銀⾏、楽天銀⾏が同性カップル
も住宅ローンを組めると発表

• 独豪で同性婚

2018 • 「モデル就業規則」に明記
• お茶の⽔⼥⼦⼤がトランス⼥性の受け

⼊れを発表

• ⼤阪観光局がIGLTAに加盟(2024年の
招致を⽬指して活動)

2019 • 「結婚の⾃由をすべての⼈に」裁判 • 台湾で同性婚
2020 • 「パワハラ指針」に明記

• 「ビジネスと⼈権」に関する⾏動計画
• Business For Marriage Equality

2021 • 札幌地裁判決(3/17)→違憲
• LGBT理解増進法が廃案に

• ナスダック上場企業に⼥性や⼈種的マ
イノリティ、LGBT等の登⽤を求める

2022 • ⼤阪地裁判決(6/20)→合憲
• 東京都パートナーシップ制度(11⽉)
• 東京地裁判決(11/30)

• TRPリアル開催、企業姿勢が問われる
• EXPO2025調達コード
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「働きやすい職場」は「住みたい国」に

üLGBTQI+に関する差別のない職場づくり（制度、雰囲気）

üLGBTQI+に関する⼈権デューデリジェンス
• 国内だけではなく、海外の労働者も視野に
• ⾃社だけではなく、取引先からのハラスメントも防ぐ
• 従業員向けだけではなく、消費者向けの商品・サービスも点検
• 6⽉だけではなく、いつでも取り組める体制を
• 市⺠団体との対話、協働の推進

üLGBTQI+に関する法整備にコミットを
(c) 認定NPO法⼈ 虹⾊ダイバーシティ 2022

20代のLGBTQI+
⽇本で働きたい?

家族は? ⼦どもは?
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